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3.86
広域（ケニア、タン
ザニア、ウガンダ、
ルワンダ）

東部アフリカ地域における国際貿易円滑化のための能力向上プロジェクト
（フェーズ４）

国別援助方針　別紙

対ブルンジ共和国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　　持続的な経済成長への転換と社会開発基盤の整備

重点分野１
（中目標）

運輸インフラ・通関能力改善

開発課題１
（小目標）

運輸インフラ・通
関能力改善

【現状と課題】
ブルンジは東アフリカ共同体の交点に位置し域内貿易にとって重要な役割を担っている。しかし長期内戦の影響等に
よる開発の遅れから、ブルンジにおいて輸出入量の半分以上を扱う港湾施設の老朽化や、通関システムの整備が不十
分なため物流の効率が悪く、経済発展の足かせとなっている。

【開発課題への対応方針】
経済発展を支える域内貿易促進の基盤として、運輸インフラ及び通関制度・組織の強化を図
る。特に、東アフリカ共同体加盟国との域内貿易が円滑に実施されるように、ブジュンブラ
港の港湾設備の整備と各国境における通関システムの強化を支援する。

28.00
治安情勢悪化により
中断中

支援額

（億円）
備考

広域（ケニア、タン
ザニア、ウガンダ、
ルワンダ）

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間

スキーム

実施期間

重点分野２
（中目標）

農業開発支援

運輸インフラ・通関能力改善分野の課題別研修 課題別研修他

貿易円滑化プログ
ラム

東アフリカ共同体（EAC）の域内発展へ
の貢献として、港湾及び通関システムの
整備を通じて貿易円滑化を支援する。

ブジュンブラ港改修計画 無償

東部アフリカ地域における国際貿易円滑化のための能力向上プロジェクト 技プロ

技プロ

支援額

（億円）
備考

持続的農業開発

ブルンジ国の主要産業である農業分野に
おいて、農業技術の向上及びコミュニ
ティ開発を通じ、農民の生活向上を支援
する。

稲作改善支援計画プロジェクト 技プロ

農業開発・農村開発分野の課題別研修 課題別研修他

4.20
治安情勢悪化により
プロジェクト開始を
延期

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

　

開発課題２
（小目標）

農業開発

【現状と課題】
ブルンジでは長期にわたる内戦により農業用地や農業インフラが大きな打撃を受けた上に、農耕作地の多くは天水に
頼った生産を行っていることから、農業の生産性が著しく低い。GDPの約35％を農業が占め（2011年・世銀）、国民の
9割以上が農業に従事する同国では、近年の帰還民の大量流入と人口の増加により土地細分化問題が深刻化しているこ
ともあり、農業生産性の改善は喫緊の課題である。

【開発課題への対応方針】
国民の圧倒的多数である農業従事者の生活水準改善のため、農業分野の生産性向上を支援す
る。特に内戦等によって荒廃した土地における生産性を向上させるために、我が国の知見・
経験を生かしながら、営農手法の改善支援を実施する。

協力プログラム概要 案件名



2018
年度

2016
年度
以前

2017
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

重点分野３
（中目標）

基礎的社会サービスの向上

【現状と課題】
ブルンジは、施設や人材の不足により保健医療や衛生に関する基礎的なサービスを十分に提供できておらず，新生児
死亡率は1000人中36人、5歳以下の子供の死亡率は1000人中104人（2012年）となっており、サブサハラ・アフリカの
中でも著しく高い。このため、保健医療の機能強化・衛生環境の整備への取り組みは優先課題となっている。

【開発課題への対応方針】
ブルンジ国民が基礎的な生活環境を公平に享受できるよう、保健医療・衛生分野をはじめと
する基礎的な社会サービスの整備を行う。保健医療分野においては、Vision Burundi 2025や
国際保健政策を念頭に医療機関における母子保健サービスの質の向上を目指すとともに、人
材能力強化を通した医療施設機能強化を行う。水・衛生分野においては、安全な水へのアク
セスの整備、脆弱な地域における栄養状況の改善を図る。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間

4.10

支援額

（億円）
備考

保健医療分野の課題別研修 課題別研修他

　

平和構築、ガバナンス分野の課題別研修・青年研修 課題別研修他

　

個別専門家

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

生計向上モデル形成プロジェクト

母子保健サービス分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 無償

　

スキーム

実施期間

開発課題３－２
（小目標）

生活環境向上

【現状と課題】
内戦の影響と近年の帰還民や労働人口の増加により、都市と農村コミュニティの双方で生活環境の悪化が深刻化して
いる。このため、平和構築、基礎的な社会サービスの整備と帰還民やコミュニティ住民の社会・経済活動への支援は
優先課題となっている。

【開発課題への対応方針】
ブルンジ国民が基礎的な生活環境を公平に享受できるよう、平和構築や社会発展に向けた行
政サービスの改善を支援する。特に、我が国がブルンジに対して継続的に支援してきたコ
ミュニティ開発を通じた平和構築・生活改善のためのプログラムを通じて、基礎的な社会
サービスの整備を行う。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名

母子保健サービス
向上プログラム

国家保健政策の中でも重要視されている
母子保健分野の問題に対処するため、医
療機関における母子保健サービスの質向
上を、人材育成や施設整備を通じて支援
する。

妊産婦・新生児ケア人材の能力強化プロジェクト 技プロ

支援額

（億円）
備考

平和構築・生活環
境向上プログラム

内戦の再発を防ぐための平和構築を支援
するとともに、地方行政官の能力強化と
住民自身の組織による生計向上活動を並
行して支援し、生活環境の改善を図る。
また、帰還民やコミュニティ住民の社
会・経済活動を支援し、帰還民の再統合
を促進する。

2017
年度

0.08

危機にある若者に対する経済機会を通じたコミュニティ・レジリエンスの強化 マルチ

　

0.89 国連開発計画(UNDP)

0.13

0.76
国際連合児童基金

(UNICEF)

1.76 世界食糧計画(WFP)

0.37
治安情勢悪化により
派遣を延期

2016
年度
以前

開発課題３－１
（小目標）

保健・衛生環境の
向上

水衛生・栄養分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償

コレラ予防と栄養失調リスクの低減 マルチ

帰還民や労働人口の流入の著しい脆弱な
地域を中心として、水に起因する疾病の
蔓延や栄養状況の悪化に対処するため
に、安全な水の供給や栄養状況改善を支
援する

水衛生・栄養状況
の改善プログラム

帰還民，難民，食糧不安にある脆弱な人々に対する支援 マルチ



その他個別の案件

ABEイニシアティブ（アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ） 国別研修

実施期間
支援額

（億円）

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝青年海外協力隊）、
「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、
「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）、「水産無償」（＝水産無償資金協力）、「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償資金協力）、「草の根文化」（＝草の根
文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「中小企業支援」（＝中小企業
海外展開支援事業「基礎調査」、「案件化調査」及び「普及・実証事業」、並びに中小企業連携促進基礎調査）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）「F/U」（＝フォローアップ協力）

水資源・防災、天然資源分野の課題別研修・青年研修 課題別研修他

その他

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム 備考2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度


